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①「鉄道プロジェクトの評価手法マニュアル2005」の改訂の必要性 
 

 

 

○新たにマニュアルの対象とすべき列車遅延・輸送障害対策及び地域鉄道の利

便性向上に係る事業が創設され、それに対応した新たな評価手法の検討が必

要。 

 

○事業評価に関する指針が改定されたほか、新たな指針も策定。 

・「公共事業評価の費用便益分析に関する技術指針（平成 21 年 6月国土交通省）」

の改定を受け、二酸化炭素の貨幣価値原単位等の数値更新が必要。 

・「仮想的市場評価法（CVM）適用の指針（平成 21 年 7月国土交通省）」の策定。

 

○新規事業採択時評価、再評価及び事後評価の実施事例が蓄積され、評価の実

務上の課題が顕在化。 

 

○東日本大震災を踏まえ、安全・安心の観点から、鉄道プロジェクトの評価に

ついて検討が必要。 

 

 

 

 

 

「鉄道プロジェクトの評価手法マニュアル 2012」の策定 
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② 平成23年度の調査スケジュール（案） 
 

 

第 1 回委員会（9 月 12 日（月）） 

【マニュアル改訂方針の確定】 

○改訂スケジュールの確認 

○２２年度調査結果の報告 

○マニュアル改訂方針の確定 

・委員会における検討事項の決定等、課題の重要度別のランク分け 

第 2 回委員会（11 月 22 日（火）予定） 

【重点課題毎の論点の検討】 

○鉄道を取り巻く社会情勢の変化への対応 

・災害時に顕在化する効果の評価手法 

・列車遅延・輸送障害対策、地域鉄道の利便性向上に係る事業等の評価手法 

 ○事業評価の実施主体等からの改善要望への対応 

・競合交通機関における収益変化の取扱いの明確化・具体化 

 ○事業評価における技術的課題等への対応 

 ・存在効果の評価手法 

【改訂マニュアル素案の検討】 

 ○上記以外の課題を反映させた素案について検討 

第 3 回委員会（2 月下旬予定） 

【改訂マニュアル案の検討】 

作業部会①（10 月 5 日（水）） 

作業部会②（10 月 26 日（水）） 

（第２回委員会に向けた作業） 

作業部会③（12 月中旬予定） 

（第３回委員会に向けた作業） 

作業部会④（1月下旬予定） 

・鉄道局内各課室に照会（1月中旬予定） 

・自治体、鉄道事業者、コンサルタント 

からの意見聴取（1月中旬予定） 

（マニュアル案の検討） 

「鉄道プロジェクトの評価手法マニュアル 2012」策定（３月下旬） 

委員会了承 


